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Plus W 株式会社（以下「当社」）は、国・地⽅公共団体およびその他の公共機関から
受託する業務（以下「公共受託業務」）における⼈件費単価については、職務区分に応
じて、以下のとおり、基準⽇額および基準時間単価をもって定める。 

 

⼈件費単価基準（単位：円、税抜き） 

職務区分 基準⽇額 基準時間単価 職務内容 

取締役 168,000 21,000 
全ての業務の指⽰、監理を⾏い、
最終的な責任を負う。 

シニア・ディレクター 144,000 18,000 
担当業務の企画⽴案、実施の責任
を負い、職員の指揮、指導を⾏
う。 

ディレクター 120,000 15,000 
上席者の包括的指⽰のもと、担当
業務のリーダーとして業務にあた
る。 

シニア・マネージャー 104,000 13,000 
上席者の指揮及び指⽰のもと、チ
ームメンバーの中核として業務に
あたる。 

マネージャー 96,000 12,000 
上席者の指揮及び指⽰のもと、業
務を実施する。 

チーフ 64,000 8,000 

上席者の⽅針に基づき、担当領域
の実務を遂⾏しながら、アソシエ
イトの作業を指導・⽀援し、業務
の進捗管理を担う。 

アソシエイト 48,000 6,000 
上席者の指揮及び指⽰のもと、業
務の円滑な遂⾏のため作業に受持
する。 

 



※ 基準時間単価は純⼈件費、福利厚⽣費を含む。 
※ 基準⽇額は 1 ⽇ 8 時間の稼働を前提とし、移動時間も含む。 
※ 基準⽇額及び基準時間単価は標準的な業務量を想定したものであり、案件の難易度や作業量

に応じて調整する場合がある。 


